
　２　普通会計歳入歳出決算の状況

第10表　歳入決算の状況（普通会計）
（単位：千円）

決 算 額 構 成 比 決 算 額 構 成 比

市　　　　　税 24,160,307 29.9% 24,454,344 31.1% △294,037 △1.2%

地 方 譲 与 税 490,908 0.6% 519,429 0.6% △28,521 △5.5%

利 子 割 交 付 金 17,664 0.0% 14,692 0.0% 2,972 20.2%

配 当 割 交 付 金 193,505 0.2% 135,828 0.2% 57,677 42.5%

株式等譲渡所得割交付金 266,516 0.3% 151,542 0.2% 114,974 75.9%

法人事業税交付金 427,041 0.5% 364,135 0.5% 62,906 17.3%

地方消費税交付金 4,252,433 5.3% 3,894,775 4.9% 357,658 9.2%

ゴルフ場利用税交付金 17,502 0.0% 17,571 0.0% △69 △0.4%

自動車取得税交付金 4,380 0.0% △4,380 皆減

環境性能割交付金 57,238 0.1% 55,081 0.1% 2,157 3.9%

地方特例交付金 826,106 1.0% 159,453 0.2% 666,653 418.1%

地 方 交 付 税 11,218,620 13.9% 10,529,659 13.4% 688,961 6.5%

交通安全対策特別交付金 14,508 0.0% 15,289 0.0% △781 △5.1%

分担金及び負担金 841,385 1.0% 926,700 1.2% △85,315 △9.2%

使用料及び手数料 1,491,595 1.8% 1,611,316 2.1% △119,721 △7.4%

国 庫 支 出 金 16,554,159 20.5% 16,699,283 21.3% △145,124 △0.9%

県  支  出  金 5,696,512 7.0% 5,265,425 6.7% 431,087 8.2%

財  産  収  入 173,004 0.2% 325,110 0.4% △152,106 △46.8%

寄    附　　金 287,426 0.4% 194,795 0.2% 92,631 47.6%

繰    入    金 5,352,846 6.6% 4,290,556 5.5% 1,062,290 24.8%

繰    越    金 2,393,140 3.0% 2,662,300 3.4% △269,160 △10.1%

諸    収    入 1,901,696 2.4% 1,557,741 2.0% 343,955 22.1%

市          債 4,318,800 5.3% 4,689,600 6.0% △370,800 △7.9%

計 80,952,911 100.0% 78,539,004 100.0% 2,413,907 3.1%

増 減 率歳  入  科  目
令  和  ６  年  度 令  和  ５  年  度

増 減 額

令和６年度の普通会計歳入決算の状況は、第10表のとおりで、それぞれの歳入科目の増減の

内容は、一般会計とほぼ同様です。

性質別歳出決算の状況は、第11表のとおりで、義務的経費では、公債費が、前年度に比べ

０．９％減少したものの、人件費が、職員給や退職手当の増等により１２．５％の増加、扶助費が、

低所得者支援及び定額減税補足給付金の皆増等により７．８％の増加となり、全体で７．７％の増

加となっています。

投資的経費については、普通建設事業費の単独事業費が、本庁舎建設事業費の増等により

８．６％増加したものの、補助事業費が、ごみ処理施設基幹的設備改良事業費の皆減等により

２１．８％減少したことから、全体で２．５％の減少となっています。

また、その他の経費については、積立金が、公共施設等保全管理基金積立金の増等により

５．７％増加、繰出金が、後期高齢者医療保険療養給付費負担金の増等により３．８％増加したも

のの、補助費等が、水道料金減免事業費補助金の皆減等により６．４％の減少、維持補修費が、ご

み焼却施設整備事業費の減等により６．１％の減少となったことから、全体で０．３％の減少となって

います。

なお、歳出性質別の構成比の推移は第３図のとおりです。
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第11表　性質別歳出決算の状況（普通会計） （単位：千円）

決 算 額 構 成 比 決 算 額 構 成 比

１人件費 10,601,525 13.5% 9,419,413 12.4% 1,182,112 12.5%

２扶助費 23,617,129 30.0% 21,899,993 28.8% 1,717,136 7.8%

３公債費 5,749,433 7.3% 5,804,150 7.6% △54,717 △0.9%

小計（義務的経費） 39,968,087 50.8% 37,123,556 48.8% 2,844,531 7.7%

４普通建設事業費 7,882,723 10.1% 8,249,454 10.9% △366,731 △4.4%

 (1)補助 2,767,558 3.6% 3,541,018 4.7% △773,460 △21.8%

 (2)単独 5,115,165 6.5% 4,708,436 6.2% 406,729 8.6%

５災害復旧事業費 564,843 0.7% 412,113 0.5% 152,730 37.1%

小計(投資的経費） 8,447,566 10.8% 8,661,567 11.4% △214,001 △2.5%

６物件費 9,774,049 12.4% 9,756,677 12.8% 17,372 0.2%

７維持補修費 573,398 0.7% 610,972 0.8% △37,574 △6.1%

８補助費等 8,083,735 10.3% 8,640,282 11.3% △556,547 △6.4%

９積立金 3,248,167 4.1% 3,071,734 4.0% 176,433 5.7%

10投資及び出資金

11貸付金 623,624 0.8% 612,662 0.8% 10,962 1.8%

12繰出金 7,959,453 10.1% 7,668,414 10.1% 291,039 3.8%

小計（その他の経費） 30,262,426 38.4% 30,360,741 39.8% △98,315 △0.3%

計 78,678,079 100.0% 76,145,864 100.0% 2,532,215 3.3%

第３図　歳出性質別の構成比（普通会計）
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